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	国際競争流通業務拠点整備事業計画策定調査
（令和５年度）
事業計画策定調査名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1． 事業主体

○代表事業者（補助対象者）
事業者名
事業者区分
民間事業者・協議会・土地区画整理事業施行(予定)者
事務
連絡先
所属・役職名
担当者名
住所
(〒　　-　　　)

電話・FAX

E-mail

○共同事業者
共同事業者名（１）
事業者区分
民間事業者・協議会・土地区画整理事業施行(予定)者
事務
連絡先
所属・役職名
担当者名
住所
(〒　　-　　　)

電話・FAX

E-mail

共同事業者名（２）
事業者区分
民間事業者・協議会・土地区画整理事業施行(予定)者
事務
連絡先
所属・役職名
担当者名
住所
(〒　　-　　　)

電話・FAX

E-mail

直接補助／間接補助
□　直接補助　　　□間接補助（地方公共団体と協議済の上で申請していることを確認します）
間接補助の場合
（地方公共団体名／部署名／連絡先）



＊共同事業者欄は適宜欄を追加して記入してください。
＊事業協同組合、共同出資会社の場合は、「事業者名」の欄にその旨を追記してください。
＊登記事項証明書、定款並びに直前三年の各事業年度の貸借対照表、損益計算書を添付してください。
	事業計画策定調査名
	

	2． 事業検討対象区域とその面積

＜対象区域・面積＞
対象区域面積：　　　　　　　　　　㎡
対象区域図


○計画の所在地と国際競争流通業務拠点整備事業（検討対象）の地域要件への適合
所在地
対象地区となる
国際競争流通業務
地域再生促進計画
対象都府県
市町村
促進計画策定状況
　　　　　　策定済　・　未策定



（注１）縮尺は自由とする。
（注２）事業検討対象区域の位置を明示のこと。
（注３）地方公共団体による「促進地区」を示す図面を添付し、同図に上記事業検討対象区域を明示すること。
　　　　「促進計画」が未策定の場合、事業検討対象区域が「水際線（臨港地区がある場合は臨港地区境界）から概ね３キロメートル以内の範囲に存する土地の区域」であることを明示すること。　　　　　　　
　　国による確認プロセスにおいて、対象都府県に対し、地域要件への適合を照会することとする。
（注４）下図は周辺の建築物、主要な施設等が確認出来るものを用いること。

	事業計画策定調査名
	

	＜用途・容積等の施設整備に係る条件＞
○地域地区
用途地域
特別用途地区等
○形態制限
容積率
建ぺい率
高さ制限
その他の形態制限
○その他都市計画等
地区計画
その他の都市計画等
事業検討対象区域の地域地区等指定状況（上記を図示）
（注）指定状況の分かる資料の添付でもよい。



	事業計画策定調査名
	

	３．更新を計画する対象となる物流施設

施設１．
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地所有者
敷地面積
　　　㎡
建物所有者
建物述べ面積・階数
　　　　㎡、地上　　　階
建物構造
建物築年数
施設２．
名称・建設地
名称：
住所：
用途
□普通倉庫　　□冷凍冷蔵倉庫　　□トラックターミナル　　
□卸売業　　　□荷捌き場
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
敷地所有者
敷地面積
　　　㎡
建物所有者
建物述べ面積・階数
　　　　㎡、地上　　　階
建物構造
建物築年数
位置図（上記の各施設の現状の配置図）





（注１）更新を計画する対象となる物流施設欄は、適宜欄を追加して記入してください。
（注２）□の部分は、■により項目を選択のこと。
（注３）申請者が事業区域内の土地について所有権等を有する者であることを証する書類、またはその他の申請者が事業区域内において事業を実施することが可能であることを証する書類を添付すること。
（注４）更新を計画する対象となる物流施設に関する概要資料（パンフレット等、図面・スペックが分かる資料、現況写真等）を添付すること
	事業計画策定調査名
	

	４．事業検討の必要性

＜現況及び課題認識＞
物流機能
□国際海上コンテナ等の大型車輌へ対応できていない
□流通加工ニーズに対応できていない
□施設スペック面が理由で近年の物流ニーズを受け入れられない
　（例　回転率の高まりに対応できない　等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□従業員対応施設の不足、労働環境の改善
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
都市環境
□周辺に荷待ち車輌等が存在している
□敷地内で車輌が転回できず道路にはみ出している
□施設出入口付近の車輌の回転半径が確保できておらず対向車線に影響
□施設出入口の位置が周辺交通に影響を与えている
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
防災面
□周辺に荷待ち車輌等が存在している
□施設の耐震性に課題がある
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
その他
□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（注１）□の部分は、■により項目を選択のこと。
特段の課題が無い分類は、「その他」欄に現状認識を記載してください。
（注２）自由記述欄は適宜欄を追加して記載してください。
＜整備の方向性と目標（改善することにより達成したい事項）＞



	事業計画策定調査名
	

	＜調査の概要＞




	事業計画策定調査名
	

	５．概算調査費

費用区分
概算調査費
（千円）
令和５年度分（※）
補助率
補助要望額
調査
現況調査
（周辺・土地・建物・権利）
現況測量
基本計画（構想・仕様・スペック）
基本設計（概算工事費、工程）
事業計画策定（収支計画）
概算調査費計
（注1） 概算調査費の算出根拠を添付のこと。
（注2） 項目欄は、適宜欄を追加して記入してください。
（※）過年度に補助金を受けている場合、次年度以降の予定額がある場合はその旨及び項目ごとの金額を記載してください。補助金交付決定前に契約締結済みの調査は補助対象となりませんのでご注意ください。

６．調査予定期間　

調査期間
令和（　　）年（　　）月頃～令和（　　）年（　　）月頃
令和５年
令和６年
以降（※）
4月

5月
6月
7月
8月
9月
10月
11月
12月
(1)現況調査
(2)基本計画
(3)基本設計
(4)事業計画策定
（※）補助金交付決定前に契約締結済みの調査は補助対象となりませんのでご注意ください。
着工予定時期
令和（　　）年（　　）月頃



	事業計画策定調査名
	

	７．その他必要な事項





（図示）





（図示）





（図示）





※上記の＜現状及び課題認識＞に対応する整備の方向性と、それにより達成したい事項・目標を記載してください


※大規模流通業務施設整備事業を想定している場合は、単体再整備の場合との効果比較についても記載願います





○現況調査








○基本計画








○基本設計








○事業計画策定
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